
令和４年度事務事業一覧表 課名： 第１号様式

1 ひとり親家庭助成事業 -

2 ひとり親家庭等医療費助成事業 -

3 養育医療費助成事業 ①

児童福祉総務運営事務事業

4
児童福祉総務運営事務事業（課内庶
務等） ②

5
児童福祉総務運営事務事業（児童交
流） -

子育て支援拠点施設運営事務事業

6
子育て支援拠点施設運営事務事業
（つどいの広場等） -

7
子育て支援拠点施設運営事務事業
（ファミリー・サポート・センター） -

8 小児医療費助成事業 -

放課後子どもプラン事業

9 放課後子どもプラン事業（学童） -

10
放課後子どもプラン事業（放課後子ど
も教室/朝の居場所づくり等） -

11
横溝千鶴子記念子育て支援基金積立事
業 ⑦

子育て・親育ち支援事業

12 子育て・親育ち支援事業（児童虐待） -

13
子育て・親育ち支援事業（療育[子ど
も発達支援]） -

14 こんにちは赤ちゃん事業 ⑦

15 ２歳児全戸訪問事業 -

子ども・子育て支援新制度運営事業

16
子ども・子育て支援新制度運営事業
（子ども・子育て会議等） ②

17
子ども・子育て支援新制度運営事業
（子育てコンシェルジュ） -

18
子ども・子育て支援新制度運営事業
（支給認定・給付事務等） -

19
子ども・子育て支援新制度運営事業
（病後児保育事業） -

20
子ども・子育て支援新制度運営事業
（一時保育・延長保育事業等） -

21 子ども基金利子積立金 ⑦

児童手当等支給事業

22 児童手当等支給事業 ①

23
児童扶養手当・特別児童扶養手当事
業 ⑦

24 保育園運営事務事業 -

25 保育園維持管理事業 -

26 保育園給食事業 -

27 子育て支援拠点施設維持管理事業 -

28 幼稚園運営事業 -

29 幼稚園施設・設備維持事業 -

30 新型コロナウイルス感染症対策事業 ⑧

基金の利子収入積立

児童手当の認定、支給、負担金事務

ひとり親家庭や障害児を養育する家庭に対する手当の受付・現況確認

保育士（臨時）の雇用、国府保育園の運営

国府保育園施設の維持管理

入所児童への給食の提供、衛生管理

施設の維持管理

幼稚園運営に必要な物品購入、幼児教育充実のための動物の飼育、預かり保育実施

教育環境充実のため、施設の維持管理、園具・教材備品の修繕等

新型コロナウイルス感染症対応により発生した事務に関すること。

民間事業者が実施する一時保育・延長保育事業等に対する補助

基金の利子収入積立

児童虐待や療育の相談業務

療育の相談業務

第２子以降が出生した家庭を民生委員が訪問

２歳を迎えた子どもがいる家庭を民生委員が訪問

子ども・子育て会議等の実施

子育てコンシェルジュ（会計年度任用職員）の雇用等

支給認定、特定教育・保育施設等に対する給付事務等

民間事業者が実施する病後児保育事業に対する補助

放課後子ども教室等の運営

ひとり親等へ係る医療費の自己負担分の助成

未熟児に対してその養育に必要な医療を給付

課内庶務等

町内の幼稚園・保育園等の児童交流事業を開催

母と子のつどいの広場の運営、行事や講座の開催

会員組織によるファミリーサポート事業の運営の補助

乳幼児に係る医療費の自己負担分の助成

学童保育所の委託運営の補助

対象外
項目番号

ひとり親等へ係る入学時助成金

子育て支援課

事業
番号

事業名 内　　容



令和４年度事務事業一覧表

1 ひとり親家庭助成事業

2 ひとり親家庭等医療費助成事業

3 養育医療費助成事業

児童福祉総務運営事務事業

4
児童福祉総務運営事務事業（課内庶
務等）

5
児童福祉総務運営事務事業（児童交
流）

子育て支援拠点施設運営事務事業

6
子育て支援拠点施設運営事務事業
（つどいの広場等）

7
子育て支援拠点施設運営事務事業
（ファミリー・サポート・センター）

8 小児医療費助成事業

放課後子どもプラン事業

9 放課後子どもプラン事業（学童）

10
放課後子どもプラン事業（放課後子ど
も教室/朝の居場所づくり等）

11
横溝千鶴子記念子育て支援基金積立事
業

子育て・親育ち支援事業

12 子育て・親育ち支援事業（児童虐待）

13
子育て・親育ち支援事業（療育[子ど
も発達支援]）

14 こんにちは赤ちゃん事業

15 ２歳児全戸訪問事業

子ども・子育て支援新制度運営事業

16
子ども・子育て支援新制度運営事業
（子ども・子育て会議等）

17
子ども・子育て支援新制度運営事業
（子育てコンシェルジュ）

18
子ども・子育て支援新制度運営事業
（支給認定・給付事務等）

19
子ども・子育て支援新制度運営事業
（病後児保育事業）

20
子ども・子育て支援新制度運営事業
（一時保育・延長保育事業等）

21 子ども基金利子積立金

児童手当等支給事業

22 児童手当等支給事業

23
児童扶養手当・特別児童扶養手当事
業

24 保育園運営事務事業

25 保育園維持管理事業

26 保育園給食事業

27 子育て支援拠点施設維持管理事業

28 幼稚園運営事業

29 幼稚園施設・設備維持事業

30 新型コロナウイルス感染症対策事業

事業
番号

事業名

第１号様式

G1 G2 G3 G4 G5 G6 G7 G8 G9 G10 G11 G12 G13 G14 G15 G16 G17

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

〇

○

○

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）



ｑｑｑｑｑ



― ―

定性的成果 ―

100 100 100

実績値 100 100 ― ―
成果指標

（達成度等）
①支給率 ％

目標値 100

①助成金支給対象世帯数 世帯 22 18

達成率 100.0% 100.0% ― ―

22 28

②助成金支給対象人数 人 24 18 23 28

①助成金支給世帯数 世帯

②助成金支給人数 人 実績値 24 18

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

ひとり親家庭等助成金690千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

― ―

指 標 名

活動指標
（活動量）

計画値 22 18 22 28

対象指標
（対象者数等）

―

職員人数（概算職員数） 人 0.16 0.16 0.16 0.16

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 1,440 5,985 1,484 1,634

人件費計 (b) 千円 870 945 944 944

県支出金

国庫支出金

千円

4,320

起債

一般財源 570 720 540 690

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 570 5,040 540 690

その他

内　容
　対象者のいるひとり親家庭等の保護者に対して、対象児童１人につき３万円を支給する。ただし、児童扶
養手当全額受給者と同等の所得制限あり。（平成17年度から現在の制度）

根拠法令・条例等 　大磯町ひとり親家庭等助成金支給要綱

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ　子ども子育て環境の充実

34 中施策 （３）家庭や子どもへの自立支援の充実

施策目標 　悩みを抱えた家庭や子どもが社会的に自立できるよう支援の充実を図ります。

目　的
（何のために）

　子どもの進学による家計の負担を軽減するための助成を行い、ひとり親世帯の生活の安定と福祉の増進を
図る。

対　象
（誰を・何を）

　当該年の４月１日に本町に６か月以上居住し、かつ、住民登録のあるひとり親家庭等の児童で、当該年に
小・中・高等学校へ入学した者。ただし、生活保護世帯や施設入所者等は除く。

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 02
事業開始年度

細分事業名 ― シート作成日 令和4年8月5日

予算科目 会計 01 款 03 項
昭和57年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 ひとり親家庭助成事業 事業番号 02 - 08 - 01

8-1



公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-② 受益者はいるが、今後も公費により全額町が負担す
べきものである

過去の外部評価等
における指摘事項

―

⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

R04年度改善事項

 広報や町ホームページにより制度の周知を図るとともに、児童扶養手当やひとり親医療の情報をもとに、支
給対象者を把握し適切に支給を行った。

記入日

令和5年3月20日

理 由
　児童の入学時の支給としているため、入学（進学）時におけるひとり親世帯の家計の負担を軽減し、生活
の安定を図ることができている。

有効性

事業の成果は得られているか ④ 成果を計ることはなじまない

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

③ 事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度 　ひとり親世帯の状況把握を確実にし、他市町村の取組み状況を参考に、改善点などを検討する。

R05年度 　ひとり親世帯の状況把握を確実にし、他市町村の取組み状況を参考に、改善点などを検討する。

　児童扶養手当やひとり親医療の対象と連動しているが未受給ケースもあるため、広報や町ホームページに
て周知していくとともに、適正な支給のため住民基本台帳の異動情報を適切に把握に努める必要がある。

維持 R01年度 維持区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

主な改善経過
（過去４年間）

　子どもの進学による家計の負担を軽減するための助成を行い、ひとり親世帯の生活の安定と福祉の増進を
図ってきた。

課  題

効率性
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366 463

②ひとり親医療費助成世帯数 世帯 167 153 152 190

定性的成果 ―

39,702 39,702 34,557

実績値 31,134 36,510 ― ―

13,472,556 ― ―

成果指標
（達成度等）

①対象者１人あたりの医療費 円

目標値 39,603

活動指標
（活動量）

①医療費助成総額 円
計画値 15,500,000 15,300,000 15,300,000 15,300,000

達成率 78.6% 92.0% ― ―

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

印刷製本費50千円、手数料375千円、医療扶助費15,100千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

― ―

指 標 名

対象指標
（対象者数等）

―
①ひとり親医療費助成受給者数 人 405 369

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

実績値 12,609,466

職員人数（概算職員数） 人 0.30 0.28 0.28 0.26

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 16,001 14,603 15,427 17,059

人件費計 (b) 千円 1,631 1,654 1,653 1,534

県支出金 6,678 6,010 6,461 7,102

国庫支出金

千円起債

一般財源 7,692 6,939 7,313 8,423

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 14,370 12,949 13,774 15,525

その他

内　容
　18歳に達する日以後最初の３月31日までの子どもを養育しているひとり親家庭に対し、医療費の自己負担を助成する。児
童扶養手当に準じた所得制限あり。
　※県補助２分の１（ただし、入院一日100円、通院一回200円を控除した額の1/2）

根拠法令・条例等
　神奈川県ひとり親家庭等医療費助成事業実施要綱、大磯町ひとり親家庭等医療費の助成に関す
る要綱

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ　子ども子育て環境の充実

34 中施策  （３）家庭や子どもへの自立支援の充実

施策目標 　悩みを抱えた家庭や子どもが社会的に自立できるよう支援の充実を図ります。

目　的
（何のために）

　ひとり親家庭等の父または母及び養育者と児童に対し、入通院にかかる医療費を補助すること
により、生活の安定と自立を支援することを目的としている。

対　象
（誰を・何を）

　18歳に達する日以後最初の３月31日までの子どもを養育しているひとり親家庭に父または母及
び養育者と児童

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 03
事業開始年度

細分事業名 ― シート作成日 令和4年8月4日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成５年

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 ひとり親家庭等医療費助成事業 事業番号 02 - 08 - 02
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維持 R01年度 維持

理 由 　ひとり親家庭の入通院にかかる医療費の助成により、生活の安定と自立を支援することができている。

主な改善経過
（過去４年間）

　ひとり親家庭の入通院にかかる医療費の助成により、生活の安定と自立を支援することができている。

課  題 　交付申請等の手続きもれや医療証交付始期誤謬を生じないように、対象世帯の情報把握に努める。

公平性

④ 事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

R04年度改善事項

 ひとり親家庭の入通院にかかる医療費の助成により、生活の安定と自立を支援した。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度 　ひとり親家庭の入通院にかかる医療費の助成により、生活の安定と自立を支援する。

R05年度 　ひとり親家庭の入通院にかかる医療費の助成により、生活の安定と自立を支援する。

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

受益者負担は公平・公正か Ａ．負担導入済
Ａ-① 既に受益者負担を求めているが、今後、その額や対
象等を再検討する必要がある

過去の外部評価等
における指摘事項

―

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ④ 成果を計ることはなじまない

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か
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―

定性的成果 ―

1,107 1,401 1,401

実績値 0 287 ― ―
成果指標

（達成度等）
園児一人当たりの事業費 円

目標値 1,015

達成率 0.0% 25.9% ―

182 182

対象指標
（対象者数等）

園児数（年長児） 人 ― 179 186

実績値 0 198 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

需用費57千円、使用料及び賃借料198千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

― ―

指 標 名

182 182

活動指標
（活動量）

園児数（年長児） 人
計画値 179 186

職員人数（概算職員数） 人 0.13 0.02 0.02 0.10

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 934 118 883 845

人件費計 (b) 千円 766 118 826 590

県支出金

国庫支出金

千円起債

一般財源 168 0 57 255

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 168 0 57 255

その他

内　容 　年長児が一緒に体操や合唱等を行い、交流を図る。

根拠法令・条例等 　―

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 保育園・幼稚園係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育むまちづくり

部　門 　22　幼児教育・保育

大施策   Ａ　教育・保育環境の充実

70 中施策 　(1)　教育・保育体制の推進

施策目標 　教育・保育の質を確保し、心豊かな子どもの育成に取り組みます。

目　的
（何のために）

　町立と私立、幼稚園と保育園等を超えた年長児のふれあい交流を図る。

対　象
（誰を・何を）

　町立幼稚園・保育園、私立幼稚園・保育所・認定こども園、認可外保育施設の年長児。

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 05
事業開始年度

細分事業名 児童交流 シート作成日 令和4年7月29日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成26年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 児童福祉総務運営事務事業 事業番号 02 - 08 - 05
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理 由

　就学前の教育・保育から小学校入学に繋げるための施設間のネットワークが強化されることにより、小学
校教育への円滑な移行を助ける一つの手段として有効な取組みとなっている。
　しかし、新型コロナウイルス感染症まん延防止のため、従来の方法に捉われず、新しい実施方法を検討し
ていく必要がある。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度 　新型コロナウイルス感染症まん延防止を徹底し、年長児童が参加できるイベントを検討していく。

R05年度 　新型コロナウイルス感染症まん延防止を徹底し、年長児童が参加できるイベントを検討していく。

　新型コロナウイルス感染症まん延防止を徹底し、年長児童が参加できるイベントを検討していく必要があ
る。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-② 受益者はいるが、今後も公費により全額町が負担す
べきものである

過去の外部評価等
における指摘事項

―

― 令和01年度 ―

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 改善 令和03年度 維持 令和02年度

R04年度改善事項 　新型コロナウイルス感染症まん延防止のため、屋外の大磯運動公園多目的広場に会場変更し、園児同士の
接触が少ない歌・ダンス・かけっこをとおして年長児が一堂に会する交流イベントを実施した。また、会場
の変更に伴い、バス借上げによる園児の送迎方法を従来と変更し、町内の各園が参加しやすい体制づくりを
行った。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

② 廃止・休止による影響は小さいがある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ① ある

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ③ 十分な成果が出ている

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

③ 事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

主な改善経過
（過去４年間）

　平成26年度に合併60周年記念事業として実施した際は７園であったが、平成28年度に「認定こども園あお
ばと」、平成30年度に「サンキッズ国府」を加える形で継続実施し、町立・私立、幼稚園・保育園等の枠組
みを超えた事業実施ができている。
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、令和２年度は事業を中止としたが、令和３年度は内容を
変更し、町内年長児童が制作した作品を展示する合同作品展を実施した。

課  題

8-6



―

定性的成果 ―

7.69 10.24 10.24

実績値 14.89 13.92 ― ―
成果指標

（達成度等）
1日あたりの相談件数 件

目標値 11.98

達成率 124.3% 181.0% ―

3,000 3,000

対象指標
（対象者数等）

つどいの広場年間来所者数 人 ― 5,817 7,610

実績値 2,486 3,620 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

報酬11,167千円、職員手当等1,443千円、共済費291千円、報償費123千円、旅費242千円、需用費
246千円、役務費231千円、委託料99千円、使用料及び賃借料98千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

「つどいの広場」利用者数 15,000人以上

指 標 名

15,000 15,000

活動指標
（活動量）

相談件数 件
計画値 2,000 2,000

職員人数（概算職員数） 人 0,76 1.13 1.52 1.29

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 12,220 19,129 19,195 20,824

人件費計 (b) 千円 4,476 6,674 6,141 6,884

13 31

4,062 4,000

県支出金 2,785 4,152 4,062 4,000

国庫支出金

千円

2,495 4,021

起債

一般財源 2,399 4,264 4,917 5,909

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 7,744 12,455 13,054 13,940

その他 65 18

内　容
　つどいの広場の運営
　日常的な子育てに関する相談
　イベントや子育て講座等の開催

根拠法令・条例等
　大磯町横溝千鶴子記念子育て支援総合センター条例
　大磯町石坂巻子記念子育て支援総合センター条例

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援総合センター

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ　子ども子育て環境の充実

34 中施策 （２）多様な子育て支援サービスの提供

施策目標 子育て家庭が必要とする多様な支援サービスの提供に取り組みます。

目　的
（何のために）

　地域の子育て世帯に安定した子育て環境を提供すること

対　象
（誰を・何を）

　就学前児童及びその保護者・妊婦等

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 06
事業開始年度

細分事業名 つどいの広場等 シート作成日 令和4年8月5日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成22年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 子育て支援拠点施設運営事務事業 事業番号 02 - 08 - 06
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理 由
　コロナ禍においても、一定の来所者数及び講座の参加者数があるが、利用者アンケートの結果を踏まえ、
よりニーズに答えることが出来るよう取り組む必要がある。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度 　現在実施している講座の充実・新規開設及びひろばの開所時間の延長等について検討を行う。

R05年度
　オンラインを活用したインターネットによる講座の開催や利用時間の延長等を検討する。また、相談機能
を強化するため施設以外の相談等を検討する。

　コロナ禍において普及しつつあるオンラインを活用したネットによる講座の開催などを検討し、子育て情
報の発信機能を強化する必要がある。また、利用者アンケートの結果を踏まえ利用時間の延長等を検討する
必要がある。今後、児童福祉法の改正により設置（努力義務）するこども家庭センターと密接な連携が必要
になる。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-③ 受益者が特定できないため、受益者負担を求めるこ
とができない

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項
　つどいの広場や各種講座については、前年度に引き続き感染症対策を行いながら開催できるように努め、
周知を図るためツイッターを開設した。また、令和５年度から３講座を新規開設、子育て支援センター（す
くすく）においても講座の開催、及びつどいの広場の開所時間を１時間延長とする準備を行った。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ② 成果は概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

② 事業の方向性は適切であるが、手法は見直す余地がある

主な改善経過
（過去４年間）

コロナ禍において、予約制を導入した。令和４年度についてはヨガや腸活講座などの新規講座を開催してい
る。

課  題
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―

定性的成果 ―

25 27 27

実績値 27 27 ― ―
成果指標

（達成度等）
援助会員数 人

目標値 25

達成率 108.0% 108.0% ―

450 450

対象指標
（対象者数等）

会員数（依頼・援助・両方会
員）

人 ― 152 155

実績値 415 608 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

委託料1,500千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

出生数 180人以上

指 標 名

160 150

活動指標
（活動量）

活動回数 回
計画値 450 450

職員人数（概算職員数） 人 0.23 0.20 0.20 0.39

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 2,914 2,681 2,232 3,330

人件費計 (b) 千円 1,414 1,181 732 1,830

500 500

県支出金 500 500 500 500

国庫支出金

千円

500 500

起債

一般財源 500 500 500 500

実
施

（
D
o

）

執行体制 一部委託あり

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 1,500 1,500 1,500 1,500

その他

内　容
　会員募集・登録、相互援助活動の調整などファミリー・サポート・センター事業の運営を行
う。

根拠法令・条例等 　大磯町ファミリー・サポート・センター事業実施要綱

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援総合センター

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ　子ども子育て環境の充実

34 中施策 （１）安心して子どもを産み育てられる環境の整備

施策目標 　妊娠・出産・子育てへとつながる切れ目ない支援体制を整備し、安心して子どもを産み育てられる環境整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　子育て中の就労者や主婦等を会員として、児童の預かり等の援助を受けたい者（依頼会員）と当該援助を行いたい者（援助会員）との相互援
助活動に関する連絡、調整を行うことにより、地域における育児の相互援助活動を推進するとともに、ひとり親家庭等の支援など多様なベース
への対応を図ることを目的にする。

対　象
（誰を・何を）

　①援助会員       町内に居住する心身共に健康な満20歳以上で、積極的に援助活動を行うことができる者。
　②依頼会員       町内に居住する生後３か月以上小学６年生までの児童の保護者、妊娠・出産のために安静が必要な者。

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 06
事業開始年度

細分事業名 ファミリー・サポート・センター シート作成日 令和4年8月5日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成22年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 子育て支援拠点施設運営事務事業 事業番号 02 - 08 - 07
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理 由 　地域の実情に合わせ委託先の検討を行い、会員数の増加（特に援助会員）を図る。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度
　援助会員の確保について広報のほか、つどいの広場等で周知を図り地域における育児の相互援助活動を推
進する。

R05年度
　ファミリー・サポート・センターの内容および両方会員になることのメリット等を町民にわかりやすくＰ
Ｒする。ＰＲ月間等を設けるなど、広場や講座での積極的なチラシ配布や声掛けおよびメール配信等を行
う。

　全会員の登録数は年々増えてはいるが、援助会員の登録数は依頼会員の20％ほどで高齢の方も多いため、
依頼に対し援助が賄えていない状況である。また、地域の実情に合わせ委託先の検討を行う必要がある。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ａ．負担導入済 Ａ-② 適正な受益者負担を導入している

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項

　既存の保育サービスでは対応しきれない保護者のニースに対して、十分なサービスの供給をしていく体制
を整えるため、令和５年度から運営を大磯町社会福祉協議会から町とした。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ③ 増大している

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ② 成果は概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

② 事業の方向性は適切であるが、手法は見直す余地がある

主な改善経過
（過去４年間）

　平成27年度より社会福祉協議会に委託している。

課  題
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令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 小児医療費助成事業 事業番号 02 - 08 - 08

細分事業名    ― シート作成日 令和4年8月5日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成8年度

事業終了予定年度 ―

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 09
事業開始年度

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ  子ども・子育て環境の充実

34 中施策 （１）安心して子どもを産み育てられる環境の整備

施策目標 　妊娠・出産・子育てへとつながる切れ目ない支援体制を整備し、安心して子どもを産み育てられる環境整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　小児の入通院に係る医療費の補助をすることにより、その健全な育成支援を図り、もって小児
の健康の増進に資することを目的としている。

対　象
（誰を・何を）

　中学校卒業までの児童

内　容

・通院対象・・・０歳から中学校卒業までの児童
・入院対象・・・０歳から中学校卒業までの児童
※県補助２分の１（ただし就学前児童の通院と、中学校卒業までの児童の入院のみとし、０歳児から所得制限あり。一部負
担金：入院１日100円、通院１回200円を控除した額の２分の１。）（02児童福祉費補助金）

根拠法令・条例等
　神奈川県小児医療費助成事業実施要綱
　大磯町小児の医療費の助成に関する条例

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 72,663 62,838 84,490 87,320

その他 0 0

県支出金 16,545 11,753 13,401 15,302

国庫支出金

千円起債

一般財源 56,118 51,085 70,971 72,018

職員人数（概算職員数） 人 0.23 0.63 0.61 0.34

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 74,077 66,559 88,090 89,326

人件費計 (b) 千円 1,414 3,721 3,600 2,006

118 0

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R4  年度

印刷製本費・消耗品70千円、手数料3,250千円、医療費扶助費84,000千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

出生数 180人以上

指 標 名

3,710 3,710

活動指標
（活動量）

医療費助成額 円
計画値 82,000,000 82,000,000 84,000,000 84,000,000

対象指標
（対象者数等）

助成対象者数 人 ― 3,627 3,597

実績値 60,802,527 82,007,552 ― ―

―

定性的成果 ―

22,102 22,102 22,102

実績値 16,763 28,937 ― ―
成果指標

（達成度等）
１人あたり医療費 円

目標値 22,102

達成率 75.8% 130.9% ―
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評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ④ 成果を計ることはなじまない

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

② 事業の方向性は適切であるが、手法は見直す余地がある

主な改善経過
（過去４年間）

　令和２年10月から、所得制限を撤廃した。また、小学校６年生までとしていた通院の助成対象者の年齢を
引き上げ、中学校３年生までに拡充した。

課  題
　町の子育て施策の一つとして、近隣市町村の動向を確認しつつ、助成対象等の拡充を検討していく必要がある。
　マイナンバー情報により所得や加入保険の確認の申請者負担が軽減され、町としても事務効率が向上している。
　今後も使用期限を過ぎた医療証による受診等を防止する必要があるため、期限超過の医療証回収に努める。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ａ．負担導入済
Ａ-① 既に受益者負担を求めているが、今後、その額や対
象等を再検討する必要がある

過去の外部評価等
における指摘事項

―

拡充 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項
　令和５年度から助成対象者を拡充するにあたり、制度の名称を「小児医療」から「こども医療」に変更す
るとともに、医療証のサイズを従来のはがきサイズからカードサイズに変更し、制度の拡充に向けた準備を
行った。

理 由 　入通院にかかる医療費の助成により、小児の健全な育成及び健康の増進を支援することができる。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度
　中学校３年生までとしている入院・通院の助成対象者の年齢を令和５年度から高校３年生（18歳）までに
引き上げることに伴い、実施に向けた準備を行う。

R05年度
　中学校３年生までとしている入院・通院の助成対象者の年齢を引き上げ、高校３年生（18歳）までに拡充
する。
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―

定性的成果 ―

33,505 33,505 33,505

実績値 31,320 37,648 ― ―
成果指標

（達成度等）
学童保育延べ利用者数 人

目標値 33,505

達成率 93.5% 112.4% ―

583 583

対象指標
（対象者数等）

学童保育入所児童数 人 ― 250 251

実績値 581 578 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

【学童保育】謝金151千円、消耗品350千円、燃料費42千円、光熱水費450千円、手数料55千円、委
託料（各種保守委託料）126千円、放課後児童健全育成事業委託料24,133千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

放課後子ども教室の参加者数 6,000人以上

指 標 名

243 243

活動指標
（活動量）

学童保育開所延べ日数 日
計画値 584 583

職員人数（概算職員数） 人 0.37 0.30 0.30 0.29

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 24,847 29,866 23,446 27,018

人件費計 (b) 千円 2,179 1,772 1,772 1,711

95 102

7,440 8,127

県支出金 6,509 8,713 6,851 8,127

国庫支出金

千円

9,076 10,363

起債

一般財源 6,980 8,919 7,288 8,951

実
施

（
D
o

）

執行体制 一部委託あり

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 22,668 28,094 21,674 25,307

その他 103 99

内　容
　就労等のため保育が困難な保護者に代わり、委託により児童の保育を行い、安全な集団生活を
行う。

根拠法令・条例等
　大磯町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例、
　大磯町放課後児童健全育成事業実施要綱

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ  子ども・子育て環境の充実

34 中施策 （４）子どもの健全育成の推進

施策目標 学校教育との連携により、学習機会や情報提供を推進するとともに、安全安心な居場所を確保し、子どもの健全育成を図ります。

目　的
（何のために）

　授業の終了後等に適切な遊び場や生活の場を与えて、児童の健全な育成を図ることを目的とし
ている。

対　象
（誰を・何を）

　小学校１年生～６年生の児童

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 08
事業開始年度

細分事業名 放課後子どもプラン事業（学童） シート作成日 令和4年8月4日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成11年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 放課後子どもプラン事業 事業番号 02 - 08 - 09
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理 由
　登録児童数は年々増加しており、今後も継続して事業を実施していく必要がある。また、新たな保育場所
の確保が必要となっている。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度 　引き続き、小学校との調整を行うとともに、委託事業者との相互理解と連携に努める。

R05年度
　引き続き、小学校との調整を行うとともに、委託事業者との相互理解と連携に努める。
　大磯学童保育実施場所の確保について検討する。

　小学校及び委託事業者との連携を強化し、全児童の放課後の居場所づくりに努める。
　登録児童数の増加に伴い、新たな保育場所の確保が必要となっている。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ａ．負担導入済 Ａ-② 適正な受益者負担を導入している

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項

　プロポーザルにより委託事業者の選定を行い、利用時間等の見直しを検討した。
　学童保育と放課後子ども教室との連携に努め、さらなる連携の必要性について検討した。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ③ 増大している

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
④ 町民生活に寄与するが、担い手として、国・県・民間等での実施も可
能

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ② 統合に向けた検討は可能

有効性

事業の成果は得られているか ③ 十分な成果が出ている

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

③ 事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

主な改善経過
（過去４年間）

　適正な利用者負担の観点から、平成28年度に保育料の見直しを行った。

課  題
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令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 放課後子どもプラン事業 事業番号 02 - 08 - 10

細分事業名 放課後子どもプラン事業（放課後子ども教室/朝の居場所づくり等） シート作成日 令和4年8月5日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成20年度

事業終了予定年度 ―

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 08
事業開始年度

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ  子ども・子育て環境の充実

34 中施策 （４）子どもの健全育成の推進

施策目標 学校教育との連携により、学習機会や情報提供を推進するとともに、安全安心な居場所を確保し、子どもの健全育成を図ります。

目　的
（何のために）

　授業の終了後等に適切な遊び場や生活の場を与えて、児童の健全な育成を図ることを目的とし
ている。

対　象
（誰を・何を）

　小学１年生～６年生の児童

内　容

　【放課後子ども教室】
　小学校の教室、体育館、校庭等を使用して、児童の安全・安心な居場所づくりの確保と、異年齢、地域との交流など様々な機会を持ち、心豊
かでたくましい子どもを育む。
【朝の子どもの居場所づくり】
　小学校の始業前に、子どもたちが安全・安心に過ごすことのできる居場所を設け、地域のボランティア等の協力のもと、心豊かで健やかに子
どもたちが育まれる環境をつくり、仕事と子育ての両立を支援する。

根拠法令・条例等 　大磯町放課後子ども教室実施要綱

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

実
施

（
D
o

）

執行体制 一部委託あり

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 3,240 3,255 3,469 4,455

その他 189 94

県支出金 1,754 1,684 1,941 2,808

国庫支出金

千円起債

一般財源 1,297 1,477 1,419 1,633

職員人数（概算職員数） 人 0.75 0.40 0.42 0.55

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 7,316 5,618 5,948 7,701

人件費計 (b) 千円 4,076 2,363 2,479 3,246

109 180

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

【放課後子ども教室】
報償費（講師等謝金）1,100千円、旅費（費用弁償・普通旅費）8千円、需用費（消耗品）110千円、
（医薬材料費）10千円、役務費（通信運搬費）59千円、（傷害保険料）144 千円、
委託料（朝の子どもの居場所づくり）3,024千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

放課後子ども教室の参加者数 6,000人以上

指 標 名

（放）543
（朝） 37

（放）543
（朝） 37

活動指標
（活動量）

放課後子ども教室・朝の子ど
もの居場所づくり実施回数

回
計画値

（放） 61
（朝）400

（放） 61
（朝）400

（放） 61
（朝）400

（放） 61
（朝）400

対象指標
（対象者数等）

放課後子ども教室・朝の子どもの
居場所づくり登録児童数

人 ―
（放）271
（朝） 42

（放）314
（朝） 47

実績値
（放） 24
（朝）328

（放） 24
（朝）406

― ―

―

定性的成果 ―

（放）7,500
（朝）2,000

(放)7,500
(朝)2,000

(放)7,500
(朝)2,000

実績値
（放）352
（朝）1,912

（放）1,196
（朝）4,654

― ―
成果指標

（達成度等）
放課後子ども教室・朝の子ど
もの居場所づくり参加者数

人

目標値
（放）7,500
（朝）2,000

達成率 ― ― ―
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評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ③ 増大している

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
④ 町民生活に寄与するが、担い手として、国・県・民間等での実施も可
能

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ② 統合に向けた検討は可能

有効性

事業の成果は得られているか ② 成果は概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

③ 事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

主な改善経過
（過去４年間）

【平成27年度】
　朝の子どもの居場所づくりを開始
【平成30年度以降】
　平成27年度から国において推進している放課後子ども教室と学童保育の一体化（連携）について協議を行ってきた、大磯町放課後子ど
も総合プラン連絡調整会議について、大磯町新・放課後子ども総合プラン推進委員会と名称を改め、町の放課後児童対策について検討を
実施している。

課  題
　放課後子ども教室については、感染予防を徹底し事業の継続に努めている。放課後子ども教室及び朝の子
どもの居場所づくりのいずれも、ボランティアの確保が課題となっている。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ａ．負担導入済 Ａ-② 適正な受益者負担を導入している

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 拡充 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項

　夏休みの子どもの居場所としてサマースクールを実施し、学習支援を目的とした子どもの居場所を提供し
た。

理 由
　放課後子ども教室、朝の子どもの居場所づくりとともに、年々登録児童数が増加しており、子どもの安
全・安心な居場所として保護者に周知されてきている。今後も継続して実施していく必要がある。

記入日

令和4年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度
　学童保育と放課後子ども教室の従事者の相互理解を図り、連携を図る。
　朝の子どもの居場所づくり事業を実施する。
　夏休みの子どもの居場所として、サマースクールを試行的に実施する。

R05年度

　
　学童保育と放課後子ども教室の従事者の相互理解を図り、連携を図る。
　朝の子どもの居場所づくり事業を実施する。
　夏休みの子どもの居場所としてサマースクールを実施する。
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―

定性的成果
　関係機関と協力・連携して地域における見守り支援の維持・強化に努めるとともに、啓発活動の実施によ
る周知が進み、児童及び保護者の相談ニーズが高まり、児童虐待防止への意識が向上した。

― ― ―

実績値 ― ― ― ―
成果指標

（達成度等）
―

目標値 ―

達成率 ― ― ―

25 25

対象指標
（対象者数等）

要保護児童等（延） 人 ― 107 138

実績値 25 34 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

報酬2,548千円、共済費6千円、旅費117千円、需用費90千円、役務費39千円、委託費450千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

子ども発達相談員による相談数 370人以上

指 標 名

80 80

活動指標
（活動量）

ケース会議開催数 回
計画値 25 25

職員人数（概算職員数） 人 0.88 0.92 0.94 1.65

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 5,346 5,607 5,574 11,574

人件費計 (b) 千円 5,183 5,434 5,429 8,324

31 1,501

県支出金 47 44 31 174

国庫支出金

千円

47 44

起債

一般財源 69 85 83 1,575

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 163 173 145 3,250

その他

内　容 　児童虐待の相談・指導・予防に関する業務

根拠法令・条例等
　児童福祉法第25条の２

　児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止法）

　大磯町要保護児童対策地域協議会設置要綱

個別計画等 　大磯町笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援総合センター

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ　子ども子育て環境の充実

34 中施策 （３）家庭や子どもへの自立支援の充実

施策目標 　悩みを抱えた家庭や子どもが社会的に自立できるよう支援の充実を図ります。

目　的
（何のために）

　児童福祉法第25条の２第１項に基づき、大磯町要保護児童対策地域協議会を設置し、同法第６条の３第５項に規定する要支援児童等及び同条
第８項に規定する要保護児童に関して、情報の交換並びに適切な保護及び支援をすることを目的とする。

対　象
（誰を・何を）

　妊娠期から18歳までの要保護児童等（要保護児童・要支援児童・特定妊婦）

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 10
事業開始年度

細分事業名 児童虐待 シート作成日 令和4年8月5日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成18年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 子育て・親育ち事業 事業番号 02 - 08 - 12
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理 由
　法令で定められている事業の中で、困難を抱える子どもとその家庭及び妊産婦等への支援を継続してい
く。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度 　把握した児童のリスク評価や管理体制の充実を図っていく。

R05年度
 児童福祉法の改正により、R６からのこども家庭センターの設置（努力義務）に向けて、母子保健との一体
的な提供体制を整備していく。

　要保護児童対策地域協議会については、把握した児童のリスク評価や管理体制を充実していくとともに、
より機能的な協議会になるようウェブ会議等を活用し関係機関との情報共有が迅速に行えるよう体制を検討
する。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-② 受益者はいるが、今後も公費により全額町が負担す
べきものである

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 拡充 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項

　養育環境で支援を必要とする家庭に、養育支援ヘルパー派遣事業を開始した。また、子ども家庭支援員を
配置し不安や悩みのある家庭の相談体制を拡充した。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ② 成果は概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

③ 事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

主な改善経過
（過去４年間）

　対象となる要保護児童等について整理を行い、各機関の連携をとりさらなる児童虐待への対応強化に努め
る。

課  題
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―

定性的成果 ―

320 340 370

実績値 539 544 ― ―
成果指標

（達成度等）
個別相談件数 件

目標値 300

達成率 179.7% 170.0% ―

94 94

対象指標
（対象者数等）

療育教室の参加人数 人 ― 14 12

実績値 92 93 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

報酬費9,623千円、共済費31千円、報償費45千円、旅費346千円、需用費13千円、
使用料及び賃借料2千円、負担金補助及び交付金17千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

子ども発達相談員による相談数 370人以上

指 標 名

12 12

活動指標
（活動量）

巡回相談実施件数 件
計画値 94 94

職員人数（概算職員数） 人 0.67 0.80 0.82 0.83

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 12,344 13,529 14,071 14,333

人件費計 (b) 千円 3,946 4,726 4,721 4,256

818 527

県支出金 181 449 444 300

国庫支出金

千円

163 856

起債

一般財源 8,054 7,498 8,088 9,250

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 8,398 8,803 9,350 10,077

その他

内　容
　子ども子育て支援会議、療育研修会の開催
　個別相談・巡回相談・療育教室（海の子山の子教室・きりん教室）の実施
　５歳児健康診査「年中児すこやかアンケート」

根拠法令・条例等 　児童福祉法・大磯町子ども発達支援会議設置要綱

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援総合センター

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ　子ども子育て環境の充実

34 中施策 （３）家庭や子どもへの自立支援の充実

施策目標 悩みを抱えた家庭や子どもが社会的に自立できるよう支援の充実を図ります。

目　的
（何のために）

　幼児の発達促進と親の不安軽減と親への支援

対　象
（誰を・何を）

　18歳までの児童（主には未就学児）

部 等 名 課 等 名 係　名

01 目 02 事業 10
事業開始年度

細分事業名 療育（子ども発達支援） シート作成日 令和4年8月5日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成18年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 子育て・親育ち支援事業 事業番号 02 - 08 - 13

8-19



理 由
　発達に関する相談は増加傾向にあり、今後もきめ細やかな支援が必要である。また、スムーズに小学校生
活を送ることができるようフォロー体制の充実も検討する必要がある。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度 　子ども発達相談員（臨床心理士等専門職）の増員に向けて検討する。

R05年度 　小学校との連携強化するため、調整を行う。

　発達に関する相談は年々増加傾向にある。子どものより良い発達を促し、保護者が抱える悩みや育てにく
さを軽減するため、専門職の確保が必要である。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-② 受益者はいるが、今後も公費により全額町が負担す
べきものである

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項
　年度当初、保育園・幼稚園の巡回相談の内容を職員が各園に周り丁寧に説明を行った。令和５年度の母子
保健の検診において、検診回数の増に対応した相談体制を準備した。また、療育教室の「きりん教室」の拡
充（幼稚園年少クラス新設）の検討を行った。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ② 統合に向けた検討は可能

有効性

事業の成果は得られているか ② 成果は概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

③ 事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

主な改善経過
（過去４年間）

　５歳児健康診査「年中児すこやかアンケート」の実施
　子ども発達相談員に作業療法士を配置

課  題
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―

定性的成果 ―

100 100 100

実績値 91 92 ― ―
成果指標

（達成度等）
訪問率 ％

目標値 100

達成率 91.4% 92.2% ―

200 200

対象指標
（対象者数等）

対象者数 人 ― 187 167

実績値 171 154 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

需用費47千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

出生数 180人以上

指 標 名

200 200

活動指標
（活動量）

訪問報告数 件
計画値 187 167

職員人数（概算職員数） 人 0.31 0.18 0.35 0.36

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 1,878 1,108 1,289 1,542

人件費計 (b) 千円 1,826 1,063 1,243 1,495

15 15

県支出金 17 15 15 15

国庫支出金

千円

17 15

起債

一般財源 18 15 16 17

実
施

（
D
o

）

執行体制 その他

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 52 45 46 47

その他

内　容
　様々な悩みを聞き、子育て支援に関する情報等を行うとともに、母子の心身の状況や養育環境
等の把握及び助言を行い、支援が必要な家庭に対し、適切なサービス提供につなげる。

根拠法令・条例等 　児童福祉法

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援総合センター

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ　子ども子育て環境の充実

34 中施策 （１）安心して子どもを産み育てられる環境の整備

施策目標 　妊娠・出産・子育てへとつながる切れ目ない支援体制を整備し、安心して子どもを産み育てられる環境整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　児童のいる家庭と地域社会のつながりを確立することにより、児童のいる家庭の孤立化を防
ぎ、児童の健全な育成環境の確保に図る。

対　象
（誰を・何を）

　大磯町に住民票がある２歳児のいるすべての家庭

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 10
事業開始年度

細分事業名 ２歳児全戸訪問事業 シート作成日 令和4年8月5日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成27年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 子育て・親育ち事業 事業番号 02 - 08 - 15
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理 由 　事業として一定の成果をあげている。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度 　新型コロナの状況を見極め、民生委員による訪問の再開時期について随時民生委員と協議をしていく。

R05年度 　新型コロナの状況を見極め、民生委員による訪問の再開時期について随時民生委員と協議をしていく。

　訪問率が高いことで児童の実態把握についてはおおむね成果をあげているが、地域社会のつながりについては課題が
残る。また、新型コロナウイルス感染症の状況を見極め、民生委員による訪問の再開時期について随時民生委員と協議
をしていく必要がある。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-② 受益者はいるが、今後も公費により全額町が負担す
べきものである

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項 　民生委員児童委員改選に伴い、定例会及び企画運営委員会にて本事業の説明を行い理解を深めていただい
た。また、コロナ禍により、民生委員児童委員に代わり子育て支援センター職員が訪問事業を行っている
が、民生委員児童委員に訪問対象者の名簿を回覧することで、地域の子育て家庭の把握に引き続き協力いた
だいた。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

② 廃止・休止による影響は小さいがある

今後も町が実施すべき事業か
④ 町民生活に寄与するが、担い手として、国・県・民間等での実施も可
能

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ③ 十分な成果が出ている

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

③ 事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

主な改善経過
（過去４年間）

　新型コロナウィルスの影響で令和元年度より民生委員に代わり職員が訪問を行っている。

課  題

8-22



―

定性的成果 ―

3,680 3,860 4,416

実績値 6,555 5,650 ― ―
成果指標

（達成度等）
利用児童一人当たりの事業費 円

目標値 3,500

達成率 187.3% 153.5% ―

5,824 5,300

対象指標
（対象者数等）

相談数 件 ― 702 941

実績値 4,602 5,311 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

報酬4,680千円、職員手当等936千円、共済費17千円、旅費191千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

出生数 180人以上

指 標 名

1,050 1,200

活動指標
（活動量）

コンシェルジュ人件費 千円
計画値 4,602 5,311

職員人数（概算職員数） 人 0.02 0.03 0.03 0.03

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 2,719 4,779 5,488 6,001

人件費計 (b) 千円 118 177 177 177

3,540 3,883

県支出金 867 1,534 885 970

国庫支出金

千円

867 1,659

起債

一般財源 867 1,409 886 971

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 2,601 4,602 5,311 5,824

その他

内　容
　利用者の個別ニーズを把握し、それに基づいて情報の集約・提供、相談、利用支援等を行うこ
とにより、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう実施する。

根拠法令・条例等 　児童福祉法・子ども・子育て支援法

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援総合センター

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ　子ども子育て環境の充実

34 中施策 （１）安心して子どもを産み育てられる環境の整備

施策目標 　妊娠・出産・子育てへとつながる切れ目ない支援体制を整備し、安心して子どもを産み育てられる環境整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　一人一人の子どもが健やかに成長することができる地域社会の現実に寄与するため、子ども及びその保護者等がその選択に基づき、教育・保
育・保健その他の子育て支援を円滑に利用できるよう、必要な支援を行うことを目的とする。

対　象
（誰を・何を）

　子ども又はその保護者に教育・保育・保健その他の子育て支援の情報提供及び必要に応じ相
談・助言等を行う。

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 10
事業開始年度

細分事業名 子育てコンシェルジュ シート作成日 令和4年8月5日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成27年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 子ども・子育て支援新制度運営事業 事業番号 02 - 08 - 17
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理 由 　情報提供及び相談・助言等のニーズがあり、引き続き相談しやすい環境づくりに努める必要がある。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度 　子育てに関する様々な相談に対応し、必要な情報提供を行っていく。

R05年度
　保育や教育に関する施設や事業の円滑利用のための支援のほか、地域資源（幼稚園や保育園）と連携を深
め、地域全体の子育て相談体制を強化していく。

　コンシェルジュには専門知識の他、保育士などの経験値等が必要であり、必要な情報提供ができるようコ
ンシェルジュの質向上を図っていく。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-② 受益者はいるが、今後も公費により全額町が負担す
べきものである

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項

　言語聴覚士を講師とする研修を行い質の向上に努めた。身近な場所で保護者に寄り添った支援を行うた
め、令和５年４月開始の出張子育て相談「はぐくみサロン」の開設準備を行った。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ② 成果は概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

② 事業の方向性は適切であるが、手法は見直す余地がある

主な改善経過
（過去４年間）

　平成27年４月「子ども・子育て支援新制度」の開始、利用者支援事業の制度化に伴い、当該事業を開始し
た。　すべての子育て家庭が安心して子育てできるまちづくりを目指すために、すべての子どもと子育て家
庭に相談しやすい環境や情報の提供・共有を推進する。

課  題

8-24



―

定性的成果 ―

69,229 69,388 69,388

実績値 67,677 71,000 ― ―
成果指標

（達成度等）
利用児童一人当たりの事業費 円

目標値 71,847

達成率 94.2% 102.6% ―

540,393,000 540,393,000

対象指標
（対象者数等）

利用児童数 人 ― 7,252 7,713

実績値 490,792,000 547,622,000 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

役務費（手数料）10千円、委託料（保育所）149,487千円、扶助費（幼稚園・こども園・小規模保
育・無償化）390,906千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

保育の資質向上支援研修実施改修 / 待機児童数 ３回以上 / ０人

指 標 名

7,788 7,788

活動指標
（活動量）

委託費・給付費 円
計画値 521,035,000 533,966,000

職員人数（概算職員数） 人 1.25 1.25 2.15 1.44

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 474,322 498,216 560,369 548,900

人件費計 (b) 千円 7,363 7,363 12,689 8,497

240,380 247,727

県支出金 96,324 117,661 125,650 128,273

国庫支出金

千円

172,744 225,968

起債

一般財源 197,891 147,224 181,650 164,403

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 466,959 490,853 547,680 540,403

その他

内　容
　施設等の利用を希望する児童に対し認定を行う。子ども・子育て支援新制度へ移行している施
設等への給付費の算定及び支払を行う。

根拠法令・条例等
　児童福祉法、子ども・子育て支援法、認定こども園法の一部改正、子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係
法律の整備等に関する法律、保育所保育指針、大磯町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例、大磯町保
育所条例、大磯町保育所条例施行規則

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 保育園・幼稚園係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育むまちづくり

部　門 　22　幼児教育・保育

大施策   Ａ　教育・保育環境の充実

70 中施策 （１）教育・保育体制の推進　／（２）教育・保育環境の整備

施策目標 　教育・保育の質を確保し、心豊かな子どもの育成に取り組みます。／ 多様化するニーズに的確に対応できる教育・保育環境の整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　子ども・子育て新制度において、教育・保育施設等の利用を希望する場合は、市町村の支給認定を受ける必要がある。また、給付について
は、保護者の個人給付を基礎とし、確実に学校教育・保育に要する費用に充てるため、市町村から法定代理受領を行うよう定められているた
め。

対　象
（誰を・何を）

　教育・保育施設等の利用を希望する児童に対し認定を行う。子ども・子育て支援新制度へ移行している施
設等への給付費の算定及び支払を行う。

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 11
事業開始年度

細分事業名 支給認定・給付事務等 シート作成日 令和4年7月29日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成27年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 子ども・子育て支援新制度運営事業 事業番号 02 - 08 - 18
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理 由

　入所判定・給付事務及び施設等利用給付事務を適切かつ円滑に運用できるよう事務の執行体制を維持して
いく。
　障がいなど支援を有する児童に対する保育の受入れ体制を拡充するため、町独自の運営費補助の導入を検
討する。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度

　引き続き、幼児教育・保育の無償化の園・保護者への周知を進めるとともに、円滑な支給認定及び給付方
法を検討し、体制整備を図る。
　障がいなど支援を要する児童に対する保育の受入れ体制を拡充するため、町独自の運営費補助の導入を検
討する。

R05年度
　引き続き、幼児教育・保育の無償化の園・保護者への周知を進めるとともに、円滑な支給認定及び給付を
行う。
　町独自の運営費補助を行う。

　各種加算などにより事務が煩雑化しているため、システムの有効活用等により事務の効率化に努める。ま
た、障がいなど支援を有する児童に対する保育の受入れ体制を拡充するため、町独自の運営費補助の導入を
検討していく必要がある。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-② 受益者はいるが、今後も公費により全額町が負担す
べきものである

過去の外部評価等
における指摘事項

―

拡充 R01年度 拡充

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 拡充 Ｒ03年度 維持 Ｒ02年度

R04年度改善事項 　保護者等の利便性向上を図るため、幼児教育・保育の無償化の償還払いにおけるマイナンバーカードの公
金受取口座の利用ができるよう様式の変更を行った。
　また、障がいのある児童を受入れる保育所等に対する町独自の運営費補助の導入を検討し、令和５年度予
算に計上を行った。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ③ 増大している

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ③ 十分な成果が出ている

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

④ 事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

主な改善経過
（過去４年間）

　平成27年度に子ども・子育て支援新制度がスタートし、児童が入所・入園する施設へ運営費補助を行って
いる。毎年公定価格の変更が年度始めと年度後半に生じるほか、園ごとに異なる処遇改善加算や新規加算に
応じた給付費の再計算事務等の入所判定・給付事務を適切に対応してきている。
　また、令和元年10月から開始した幼児教育・保育の無償化に伴い、新たに施設等利用費給付事務も始まっ
たが、関係機関との調整や書類の審査等を適切に対応してきている。

課  題

8-26



―

定性的成果 ―

158,390 130,540 130,540

実績値 324,200 158,146 ― ―
成果指標

（達成度等）
利用児童一人当たりの事業費 円

目標値 324,700

達成率 99.8% 99.8% ―

6,527 6,527

対象指標
（対象者数等）

利用児童数 人 ― 20 41

実績値 6,484 6,484 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

委託料6,527千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

保育の資質向上支援研修実施改修 / 待機児童数 ３回以上 / ０人

指 標 名

50 50

活動指標
（活動量）

事業費 千円
計画値 6,494 6,494

職員人数（概算職員数） 人 0.15 0.34 0.19 0.09

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 7,476 7,628 7,611 7,058

人件費計 (b) 千円 1,144 1,144 1,127 531

826 1,006

2,154 2,167

県支出金 2,091 2,151 2,151 2,167

国庫支出金

千円

2,104 2,154

起債

一般財源 2,043 1,184 1,353 1,187

実
施

（
D
o

）

執行体制 全部委託

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 6,332 6,484 6,484 6,527

その他 94 995

内　容
　病気の回復期の児童を認定こども園あおばと内にある病後児保育専用スペース「森のうさぎ」に
おいて、保育及び看護ケアを行う。
　１日あたり上限３名、１回に利用できる期間は７日以内。

根拠法令・条例等

　児童福祉法、子ども・子育て支援法、認定こども園法の一部改正、子ども・子育て支援法及び認
定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律、保育所保育方針、大磯町
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例、大磯町保育所条
例、大磯町保育所条例施行規則

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 - 実施項目名 -

町民福祉部 子育て支援課 保育園・幼稚園係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育むまちづくり

部　門 　22　幼児教育・保育

大施策   Ａ　教育・保育環境の充実

70 中施策 　(1)　教育・保育体制の推進　／　(2)　教育・保育環境の整備

施策目標 　教育・保育の質を確保し、心豊かな子どもの育成に取り組みます。／ 多様化するニーズに的確に対応できる教育・保育環境の整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　病気の回復期にあり、安静の確保の配慮が必要で集団保育が難しい児童、家庭での保育を受ける
ことが難しい児童等を一時的に保育する。

対　象
（誰を・何を）

　以下のすべてに該当する児童を対象とする。
　①町内に住所を有し、または保護者が町内に在勤・在学している児童、②生後６か月から就学前
までの児童、③病気の回復期にあり、安静の確保の配慮が必要で集団保育が難しい児童、④保護者
の勤務等により、家庭での保育を受けることが難しい児童

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 11
事業開始年度

細分事業名 病後児保育事業 シート作成日 令和4年7月28日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成28年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 子ども・子育て支援新制度運営事業 事業番号 02 - 08 - 19
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理 由 　病後児保育事業は広域利用も含め保護者のニーズが継続的にあるため、引き続き継続実施していく。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度
　病児保育の利用状況の利用状況の把握に努め、引き続き保護者が安心して預けられる保育環境の整備に努め
る。また、病後児保育の利用促進を図るため、町外の病後児保育事業の事例を参考としつつ、利用登録や利用
申請の手続きの利便性向上等について検討を行う。

R05年度
　病児保育の利用状況の利用状況の把握に努め、引き続き保護者が安心して預けられる保育環境の整備に努め
る。また、病後児保育の利用促進を図るため、町外の病後児保育事業の事例を参考としつつ、利用登録や利用
申請の手続きの利便性向上等について検討を行う。

　新型コロナウイルス感染症の影響等により、病後児保育は利用者が減少していることから、啓発活動の継続
的な実施や事業の利便性の向上について検討をする必要がある。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ａ．負担導入済 Ａ-② 適正な受益者負担を導入している

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項
　年に４回、各園に対して「病後児保育室もりのうさぎだより」を配布し、児童の保健衛生に関する啓発を
行った。啓発と併せて、病後児保育室を円滑に利用できるよう、改めて病後児保育制度についての周知を行っ
た。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ② 成果は概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

③ 事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

主な改善経過
（過去４年間）

　国・県の子育て支援交付金における「利用児童数が50人以上」の補助単価で積算した額を運営費として補助している
が、実績として50人以下となった場合、国県からの歳入額が減り、町の負担額が増えるため、利用者を増やすための啓発
活動等を事業者を中心に実施してきた。利用実績が基準を満たさない恐れがある場合も、大磯町内の児童を対象とした保
健便りの配布や巡回相談を検討し、大磯町内の児童を対象とした健康増進活動に取り組んでいる。
　また、平成30年４月から二宮町との広域利用を実施。二宮町児童を含む形で50人以上となった場合、国県からの交付金
は大磯町が全額受け取ることができる上、二宮町からの負担額も受け取り、町の負担額を抑えることができる。

課  題
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―

定性的成果 ―

920 1,004 1,004

実績値 987 1,028 ― ―
成果指標

（達成度等）
１回利用当たりの事業費 人

目標値 860

達成率 114.7% 111.7% ―

13,138 13,138

対象指標
（対象者数等）

利用児童数 人 ― 11,139 11,967

実績値 10,994 12,298 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

負担金補助及び交付金（一時預かり事業）4,260千円、（一時保育事業）6,480千円、（延長保
育事業）2,398千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

保育の資質向上支援研修実施回数 / 待機児童数 ３回以上 / ０人

指 標 名

13,082 13,082

活動指標
（活動量）

事業費 千円
計画値 13,653 12,946

職員人数（概算職員数） 人 0.24 0.24 0.44 0.33

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 15,557 12,408 14,895 15,085

人件費計 (b) 千円 1,414 1,414 2,597 1,947

4,314 4,378

県支出金 4,659 3,663 4,095 4,378

国庫支出金

千円

4,659 4,075

起債

一般財源 4,825 3,256 3,889 4,382

実
施

（
D
o

）

執行体制 全部委託

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 14,143 10,994 12,298 13,138

その他

内　容
　（一時保育事業）保育所等を利用していない家庭の児童を一時的に保育する事業者への補助。
　（延長保育事業・一時預かり事業）保育時間を延長して児童を預かる事業者への補助・委託。

根拠法令・条例等

　児童福祉法、子ども・子育て支援法、、認定こども園法の一部改正、子ども・子育て支援法
及び認定こども園法の一部改正法の執行に伴う関係法律の整備等に関する法律、保育所保育指
針、大磯町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例、大
磯町保育所条例、大磯町保育所条例施行規則

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 保育園・幼稚園係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育むまちづくり

部　門 　22　幼児教育・保育

大施策   Ａ　教育・保育環境の充実

70 中施策 （１）教育・保育体制の推進　／（２）教育・保育環境の整備

施策目標 　教育・保育の質を確保し、心豊かな子どもの育成に取り組みます。／ 多様化するニーズに的確に対応できる教育・保育環境の整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　保育所等を利用していない家庭において、一時的に家庭での保育が困難となる場合等に対応するため、一
時保育事業を実施する。
　また、保護者の就労形態の多様化等に伴い、やむを得ない理由により、保育時間を延長して児童を預けら
れる需要に対応するため、延長保育事業・一時預かり事業を実施する。

対　象
（誰を・何を）

　一時保育事業の対象者は保育所等を利用していない児童で、実施機関サンキッズ大磯・サンキッズ国府へ補助。
　延長保育事業の対象者は在籍している園児で、実施機関サンキッズ大磯・認定こども園あおばと（２・３号認定）・サン
キッズ国府（２・３号認定）・もあなこびとのこやへ補助。
　一時預かり事業の対象者は在籍している園児で、実施機関こいそ幼稚園・認定こども園あおばと（１号認定）・サンキッズ
国府（１号認定）へ委託。

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 01 事業 11
事業開始年度

細分事業名 一時保育・延長保育事業等 シート作成日 令和4年7月29日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成27年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 子ども・子育て支援新制度運営事業 事業番号 02 - 08 - 20
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理 由
　コロナ禍において、一時保育・延長保育事業に対するニーズは一時的に減少傾向にあるが、現在の事業
体制を維持し、コロナ禍が改善し再びニーズが増加した場合に対応できるよう体制を整えておく必要があ
るため。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度
　コロナ禍における一時保育・延長保育事業に対するニーズの動向を注視しながら、国・県の補助メ
ニューを活用して、一時預かり事業を円滑に実施できるよう協議していく。

R05年度
　コロナ禍における一時保育・延長保育事業に対するニーズの動向を注視しながら、国・県の補助メ
ニューを活用して、一時預かり事業を円滑に実施できるよう協議していく。

　コロナ禍における一時保育・延長保育事業に対するニーズの動向を注視し、事業実施していく必要があ
る。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ａ．負担導入済
Ａ-① 既に受益者負担を求めているが、今後、その額や対
象等を再検討する必要がある

過去の外部評価等
における指摘事項

―

拡充 Ｒ01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 Ｒ03年度 維持 Ｒ02年度

R04年度改善事項
　新型コロナウイルス感染症の影響により利用人数は感染拡大前に比べ減少している状況にあるが、感染
防止対策を講じつつ、一時保育・延長保育事業に対するニーズの動向を注視しながら、国・県の補助メ
ニューを活用して、一時預かり事業を円滑に実施できる体制づくりを行った。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必
要がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ③ 十分な成果が出ている

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

④ 事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

主な改善経過
（過去４年間）

　平成30年度にサンキッズ国府が開園し、一時保育・延長保育事業を実施することにより、増大する保育
ニーズに対応してきた。
　大磯地区における一時保育・園長保育事業の実施施設の増加を図るため、令和２年度に町立大磯幼稚園
の認定こども園化について検討を行った。

課  題
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―

定性的成果 ―

346 280 280

実績値 317 275 ― ―
成果指標

（達成度等）
園児一人当たりの事業費 千円

目標値 299

達成率 106.1% 79.5% ―

26,076 26,076

対象指標
（対象者数等）

園児数 人 ― 83 90

実績値 26,333 24,768 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

報酬293千円、会計年度任用職員19,850千円、職員手当等3,000千円、共済費110千円、報償費28千
円、旅費487千円、需用費860千円、役務費757千円、委託料14千円、使用料及び賃借料287千円、
備品購入費214千円、負担金補助金及び交付金176千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

保育の資質向上支援研修実施改修 / 待機児童数 ３回以上 / ０人

指 標 名

93 93

活動指標
（活動量）

運営事業費 千円
計画値 29,901 31,517

職員人数（概算職員数） 人 0.42 0.42 0.56 0.56

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 26,619 28,807 28,073 29,381

人件費計 (b) 千円 2,474 2,474 3,305 3,305

458 2,782

613 633

県支出金 392

国庫支出金

千円起債

一般財源 23,448 25,471 23,697 22,661

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 24,145 26,333 24,768 26,076

その他 697 470

内　容
　保護者の就労や疾病などの理由により家庭において保育を受けることが困難な児童を、保護者
に代わって保育することを目的として町立国府保育園の運営を行う。

根拠法令・条例等
　児童福祉法、子ども・子育て支援法、保育所保育指針、大磯町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事
業の運営に関する基準を定める条例、大磯町保育所条例、大磯町保育所条例施行規則

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 －

町民福祉部 子育て支援課 保育園・幼稚園係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育むまちづくり

部　門 　22　幼児教育・保育

大施策   Ａ　教育・保育環境の充実

70 中施策 （１）教育・保育体制の推進／（２）教育・保育環境の整備

施策目標 　教育・保育の質を確保し、心豊かな子どもの育成に取り組みます。／ 多様化するニーズに的確に対応できる教育・保育環境の整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　保護者の就労、妊娠・出産、疾病・障がいなどの理由により、保護者に代わって保育の必要性
のある子どもの保育を行う。

対　象
（誰を・何を）

　保護者の就労、妊娠・出産、疾病・障がい、同居の親族の介護・看護、災害復旧、求職活動、
就学及び虐待やＤＶのおそれなどの理由による、保育の必要性のある子ども。

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 03 事業 02
事業開始年度

細分事業名 ― シート作成日 令和4年7月29日

予算科目 会計 01 款 03 項
昭和43年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 保育園運営事務事業 事業番号 02 - 08 - 24
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理 由
　施設面や立地面でも国府保育園を希望する児童数は減少傾向にあるものの、待機児童が発生している現状
を鑑み定員を据え置き、町立保育園における特色ある保育内容の検討・実践を行う必要がある。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度

　町立保育園における特色ある保育内容の検討・実践を行っていく。
　保育アプリ及びタブレット端末を導入し、保護者との連絡（欠席連絡、一斉お知らせ）や登降園管理に係
るＩＣＴ化を進める。
　保護者が自宅に持ち帰り処分している使用済みおむつを園で処分する方法に変更することで、保護者の衛
生面や利便性の向上を図る。

R05年度
　町立保育園における特色ある保育内容の検討・実践を行っていく。
　連絡帳や保育記録のＩＣＴ化を推進する。

　障がいがある児童の受け入れなど、保護者が求める保育ニーズ、サービスを提供するため、保育士の確保
に努めるとともに、保育環境の充実と利用者の利便性を向上を図る。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ａ．負担導入済
Ａ-① 既に受益者負担を求めているが、今後、その額や対
象等を再検討する必要がある

過去の外部評価等
における指摘事項

―

改善 R01年度 改善

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 改善 R03年度 改善 R02年度

R04年度改善事項 　保育アプリ及びタブレット端末を導入し、保護者との連絡（欠席連絡、一斉お知らせ）や登降園管理に係
るＩＣＴ化を進め、保護者の利便性向上と、職員の業務負担の軽減を図った。
　保護者が自宅に持ち帰り処分している使用済みおむつを園で処分する方法に変更することで、保護者の衛
生面や利便性の向上を図った。
　乳幼児用簡易ベッドを導入し、新型コロナウイルス感染症防止や衛生環境の改善を図った。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ① 減少している

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
④ 町民生活に寄与するが、担い手として、国・県・民間等での実施も可
能

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ② 成果は概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

③ 事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

主な改善経過
（過去４年間）

　唯一の町立保育園として、要保護児童や要支援児童の受入れ施設としての役割も担っている。
　園の運営に携わる職員を全て正規職員で雇用することは難しいため、任期付職員及び会計年度任用職員を
雇用し、安定的な園運営を行ってきた。

課  題
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―

定性的成果 ―

52,384 95,118 51,258

実績値 56,566 69,381 - -
成果指標

（達成度等）
園児１人当たりの維持事業費 円

目標値 61,638

達成率 91.8% 132.4% ―

8,846 4,767

対象指標
（対象者数等）

園児数 人 ― 83 90

実績値 4,695 6,227 - -

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

需用費3,552千円、役務費550千円、委託料560千円、使用料及び賃借料154千円、
工事請負費4,000千円、原材料費30千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

待機児童数 ０人

指 標 名

93 93

活動指標
（活動量）

維持管理事業費
(計画値:予算要求額,実績値:決算額)

千円
計画値 5,116 4,767

職員人数（概算職員数） 人 0.49 0.32 0.36 0.31

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 7,916 6,580 8,352 10,675

人件費計 (b) 千円 1,884 1,885 2,125 1,829

8,289

990

県支出金

国庫支出金

千円起債

一般財源 6,032 4,695 5,237 557

実
施

（
D
o

）

執行体制 一部委託あり

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 6,032 4,695 6,227 8,846

その他

内　容 　国府保育園施設の管理上必要な設備の保守・管理の委託及び修繕等を行う。

根拠法令・条例等
　児童福祉法、子ども・子育て支援法、保育所保育指針、大磯町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事
業の運営に関する基準を定める条例、大磯町保育所条例、大磯町保育所条例施行規則

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 - 実施項目名 -

町民福祉部 子育て支援課 保育園・幼稚園係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育むまちづくり

部　門 　22　幼児教育・保育

大施策   Ａ　教育・保育環境の充実

70 中施策 　(2)　教育・保育環境の整備

施策目標   多様化するニーズに的確に対応できる教育・保育環境の整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　施設の適切な維持管理を行い、園児に快適な保育環境を提供する。

対　象
（誰を・何を）

　町立国府保育園

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 03 事業 03
事業開始年度

細分事業名 ― シート作成日 令和4年7月28日

予算科目 会計 01 款 03 項
昭和43年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 保育園維持管理事業 事業番号 02 - 08 - 25
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理 由
　大磯町教育施設等長寿命化計画では「施設の老朽化が進んでいるため、待機児童数や保育の量の見込みを
検証し、施設の在り方について継続して検討」とされており、この検討と併せて方向性を判断することが必
要である。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度
　施設の計画的な予防・維持保全の推進を図る。
　今後の子育て支援方策に沿って、国府保育園の施設維持のあり方を検討する。

R05年度
　施設の計画的な予防・維持保全の推進を図る。
　今後の子育て支援方策に沿って、国府保育園の施設維持のあり方を検討する。

　昭和60年４月開園の施設で、築後37年を経過して年々老朽化による修繕必要箇所が増加しており、施設の
計画的な予防・維持保全の推進を図るとともに、令和７年度からの第３期大磯町子ども笑顔かがやきプラン
計画策定に向けて、待機児童数・保育の量の見込みを検証し、施設の在り方を検討していく。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-② 受益者はいるが、今後も公費により全額町が負担す
べきものである

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項

　乳児避難用通路整備工事、乳児室・５歳児保育室空調機設置工事、幼児・職員用トイレ様式改修工事を実
施するなど保育環境の改善を図った。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ④ ニーズに応じて実施する事業ではない

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ④ 成果を計ることはなじまない

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

② 事業の方向性は適切であるが、手法は見直す余地がある

主な改善経過
（過去４年間）

　園児に安全・快適な保育環境を提供するため、各年度において次のような施設補修・改善を行った。
【令和元年度】
　①１階ホール及び２歳児保育室の空調機改修 ②給食調理用オーブンレンジの交換 等
【令和２年度】
　①３歳児保育室の空調機改修 ②園庭外部時計の取替 ③給食用小荷物昇降機の改修 等
【令和３年度】
　①手動水栓器から自動水栓器への交換　②沐浴室の水回り設備の改修 ③1階玄関のサッシアクリル板
　　交換 等

課  題

8-34



―

定性的成果 ―

5,882 5,891 5,891

実績値 5,113 4,898 ― ―
成果指標

（達成度等）
月ごとの一人あたりの経費 千円

目標値 6,080

達成率 84.1% 83.3% ―

8,200 8,200

対象指標
（対象者数等）

延べ人数
（園児・職員等）

人 ― 1,340 1,534

実績値 6,851 7,514 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

需用費7,821千円、役務費346千円、委託費33千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

待機児童数 0人

指 標 名

1,392 1,392

活動指標
（活動量）

給食にかかる総経費額 千円
計画値 8,147 8,047

職員人数（概算職員数） 人 0.19 0.30 0.17 0.07

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 8,250 8,622 8,517 8,613

人件費計 (b) 千円 767 1,772 1,003 413

4,765 8,200

県支出金

国庫支出金

千円起債

一般財源 4,225 3,085 2,749 0

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 7,483 6,850 7,514 8,200

その他 3,258 3,765

内　容
　管理栄養士による献立の作成、給食調理員による給食の調理、保育園児等への給食の提供、給
食だより等を通じた保護者への周知、給食費の徴収、衛生面の管理。

根拠法令・条例等 　児童福祉法、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準、大量調理施設衛生管理マニュアル

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 －

町民福祉部 子育て支援課 保育園・幼稚園係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育むまちづくり

部　門 　22　幼児教育・保育

大施策   Ａ　教育・保育環境の充実

70 中施策 （２）教育・保育環境の整備

施策目標   多様化するニーズに的確に対応できる教育・保育環境の整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　園児の健康維持に寄与するとともに、食育の機会として、食材とのふれあいや食事の準備・片付けなど様々な体験を通じ
て、食べる楽しさや喜びを知り、食に対する関心を高め、豊かな人間性の育成を図る。

対　象
（誰を・何を）

　保育園児及び保護者

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 03 事業 04
事業開始年度

細分事業名 ― シート作成日 令和4年7月29日

予算科目 会計 01 款 03 項
昭和43年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 保育園給食事業 事業番号 02 - 08 - 26

8-35



理 由
　待機児童が発生している現状を鑑み、国府保育園の定員を据え置く中で、施設の長寿命化や調理委託を含
めた運営方法を検討していく。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度
　継続的に安定した給食の提供を行うために、今後の公立保育所の事業内容等と合わせて、施設の長寿命化
や調理委託を含めた運営方法を検討していく。

R05年度
　継続的に安定した給食の提供を行うために、今後の公立保育所の事業内容等と合わせて、施設の長寿命化
や調理委託を含めた運営方法を検討していく。

　老朽化による調理設備、器具の故障・修繕が多い。こうした中で、継続的に安定した給食の提供を行うた
めに、今後の公立保育所の事業内容等と合わせて、調理委託を含めた運営方法を検討していく。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ａ．負担導入済 Ａ-② 適正な受益者負担を導入している

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項
　引き続き、管理栄養士や調理員と連携を図りながら食育を推進するとともに、小荷物昇降機修繕や厨房内
壁面流し及び食洗器用排水管修繕工事を実施するなど給食調理設備等の適切な維持管理を行い安全で安定し
た給食の提供を行った。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ① 減少している

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
④ 町民生活に寄与するが、担い手として、国・県・民間等での実施も可
能

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ④ 成果を計ることはなじまない

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

② 事業の方向性は適切であるが、手法は見直す余地がある

主な改善経過
（過去４年間）

　給食調理員の確保が困難な中、臨時職員から任期付職員へと移行した職員が３名おり、安定した雇用につ
ながり慢性的な人手不足の解消につながった。

課  題

8-36



―

定性的成果 ―

1,048 948 673

実績値 1,060 1,003 ― ―
成果指標

（達成度等）
１組当たりの事業費 円

目標値 1,080

達成率 98.1% 95.7% ―

3,318 3,300

対象指標
（対象者数等）

利用親子組数 組 ― 2,499 3,071

実績値 2,650 3,080 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

需用費 1,366千円、役務費 136千円、委託料 1,549千円、使用料及び賃借料 258千円、公課費9千
円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

「つどいの広場」利用者数 15,000人以上

指 標 名

3,500 4,900

活動指標
（活動量）

直接事業費 千円
計画値 2,700 3,218

職員人数（概算職員数） 人 0.49 0.90 1.20 1.43

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 4,564 7,966 9,155 10,556

人件費計 (b) 千円 2,886 5,316 6,075 7,238

73 30

1,045 999

県支出金 560 883 968 999

国庫支出金

千円

627 1,054

起債

一般財源 473 696 994 1,290

実
施

（
D
o

）

執行体制 一部委託あり

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 1,678 2,650 3,080 3,318

その他 18 17

内　容
　子育て支援総合センター及び子育て支援センター施設の維持管理（光熱水費支払、保守点検委
託、清掃委託、公用車維持管理、施設修繕等）

根拠法令・条例等
　大磯町横溝千鶴子記念子育て支援センター条例
　大磯町石坂巻子記念子育て支援総合センター条例

個別計画等 大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 ―

町民福祉部 子育て支援課 子育て支援総合センター

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅰ　安全安心でいきいきとくらせるまちづくり

部　門 　４　子ども・子育て支援

大施策 　Ａ　子ども子育て環境の充実

34 中施策 （２）多様な子育て支援サービスの提供

施策目標 　子育て家庭が必要とする多様な支援サービスの提供に取り組みます。

目　的
（何のために）

　子育て世代が安心して利用できるように、子育て支援総合センター及び子育て支援センターの
各種維持管理を行う。

対　象
（誰を・何を）

　子育て支援総合センター及び子育て支援センターの施設及び公用車

部 等 名 課 等 名 係　名

02 目 04 事業 01
事業開始年度

細分事業名    ― シート作成日 令和4年8月5日

予算科目 会計 01 款 03 項
平成22年度

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 子育て支援拠点施設維持管理事業 事業番号 02 - 08 - 27
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理 由
　石坂巻子記念子育て支援センターは、指定管理等に向けた運営方法を決定していくこととしているが、令
和６年４月施行の法改正により、町内における子育て支援体制について再構築が必要となったため、その体
制づくりと並行して運営・活用方法を整理していく。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度
　児童福祉法の改正によりこども家庭センターの設置（努力義務）の方向のなか、公共施設個別計画との調
整を図りながら、指定管理導入等の時期の検討を進める。

R05年度
　児童福祉法の改正によりこども家庭センターの設置（努力義務）の方向のなか、公共施設個別計画との調
整を図りながら、指定管理導入等の時期の検討を進める。

　事業委託を含めた指定管理制度の導入について検討していく必要がある。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-② 受益者はいるが、今後も公費により全額町が負担す
べきものである

過去の外部評価等
における指摘事項

―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項
　指定管理等を進めていくことの方向性は継続していくが、児童福祉法の改正によるこども家庭センターの
設置（努力義務）や、要保護児童等への包括的な支援業務の実施のための体制づくりについて検討を行っ
た。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ② 変わらずにある

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
④ 町民生活に寄与するが、担い手として、国・県・民間等での実施も可
能

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ④ 成果を計ることはなじまない

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

② 事業の方向性は適切であるが、手法は見直す余地がある

主な改善経過
（過去４年間）

【平成29年度】
　庭フェンス・門扉設置工事

課  題
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―

定性的成果 ―

177 200 94

実績値 125 162 ― ―
成果指標

（達成度等）
園児一人当たりの事業費 千円

目標値 152

達成率 82.2% 91.5% ―

34,629 16,214

対象指標
（対象者数等）

園児数 人 ― 185 174

実績値 23,299 28,238 ― ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

報酬26,668千円、職員手当等3,809千円、共済費783千円、報償費223千円、旅費1,075千円、需用
費1,405千円、役務費167千円、委託料53千円、使用料及び賃借料107千円、原材料費25千円、備品
購入費140千円、負担金、補助金及び交付金174千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

保育の資質向上支援研修実施回数 / 待機児童数 ３回以上 / ０人

指 標 名

173 81

活動指標
（活動量）

運営事業費 千円
計画値 31,211 31,494

職員人数（概算職員数） 人 0.97 0.48 0.56 0.66

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 24,004 26,134 31,543 38,524

人件費計 (b) 千円 2,179 2,835 3,305 3,895

544 700

598

県支出金 997 499 200

国庫支出金

千円起債

一般財源 20,603 21,774 26,597 33,729

実
施

（
D
o

）

執行体制 職員実施

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 21,825 23,299 28,238 34,629

その他 1,222 528

内　容
　幼児の健やかな成長及び幼児教育の充実を図ることを目的とする保育を実施するために、町立
幼稚園の運営を行う。

根拠法令・条例等
　学校教育法、学校教育法施行規則、子ども・子育て支援法、幼稚園教育要領、大磯町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関
する基準を定める条例、大磯町立幼稚園の管理運営に関する規則、大磯町立幼稚園園則

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 ― 実施項目名 －

町民福祉部 子育て支援課 保育園・幼稚園係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育むまちづくり

部　門 　22　幼児教育・保育

大施策   Ａ　教育・保育環境の充実

70 中施策 （１）教育・保育体制の推進　／　（２）教育・保育環境の整備

施策目標 　教育・保育の質を確保し、心豊かな子どもの育成に取り組みます。／ 多様化するニーズに的確に対応できる教育・保育環境の整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　幼児の健やかな成長及び幼児教育の充実を図ることを目的とし、町立幼稚園で保育を実施す
る。

対　象
（誰を・何を）

　本町に住民登録のある満３歳から小学校に就学するまでの幼児。

部 等 名 課 等 名 係　名

04 目 01 事業 02
事業開始年度

細分事業名 ― シート作成日 令和4年7月29日

予算科目 会計 01 款 10 項
―

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 幼稚園運営事業 事業番号 02 - 08 - 28
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理 由 　待機児童の解消や保育ニーズの増加に対応するため、預かり保育の拡充を行う必要があるため。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度
　保護者の多様な就労状況に対応できるよう、職員を加配し、預かり保育の実施回数を週３回から週５回に
拡充する。

R05年度
　大磯幼稚園においては、認定こども園移行に係る建設工事のため、園児の安全・安心な保育に配慮して運
営を継続する。

　待機児童の解消や女性の就労状況の変化に伴う保育ニーズの増加に対応するため、園の運営方法を継続し
て検討していく必要がある。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ａ．負担導入済
Ａ-① 既に受益者負担を求めているが、今後、その額や対
象等を再検討する必要がある

過去の外部評価等
における指摘事項

―

改善 R01年度 改善

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 改善 R03年度 改善 R02年度

R04年度改善事項

　多様な保育ニーズに対応するため、町立幼稚園の預かり保育の実施日を週３日から週５日に拡充した。
　学校運営協議会の開催により、地域（保護者）と連携・協働による園づくりを推進した。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ① 減少している

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
④ 町民生活に寄与するが、担い手として、国・県・民間等での実施も可
能

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ④ 成果を計ることはなじまない

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

② 事業の方向性は適切であるが、手法は見直す余地がある

主な改善経過
（過去４年間）

【預かり保育の拡充】
　令和２年度：預かり保育の長期休業中の実施を開始
　令和３年度：預かり保育の長期休業中の実施日の拡充および預かり時間の延長

課  題
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―

定性的成果 ―

45,697 50,508 50,509

実績値 45,551 69,321 - ―
成果指標

（達成度等）
園児１人当たりの維持事業費 円

目標値 61,594

達成率 74.0% 151.7% ―

8,738 4,091

対象指標
（対象者数等）

園児数 人 ― 185 174

実績値 8,427 12,062 ―

単位 項 目
R02年度
（決算）

R03年度
（決算見込）

R04年度
（予算）

R07年度
（目標）

事業費内訳（千円）
R 04  年度

需用費3,838千円、役務費978千円、委託料1,456千円、使用料及び賃借料431千円、工事請負費
2,000千円、 原材料費35千円

指
標
値

本事業が属する総合計画の
中施策の成果指標

指標名 目標値

待機児童数 ０人

指 標 名

173 81

活動指標
（活動量）

維持管理事業費
（予算要求額：査定額）

千円
計画値 11,395 7,997

職員人数（概算職員数） 人 0.59 0.42 0.36 0.31

財
源
内
訳

総事業費 (a)＋(b) 千円 8,977 10,901 14,187 10,567

人件費計 (b) 千円 2,298 2,474 2,125 1,829

36 2,039

3,300

県支出金 500

国庫支出金

千円起債

一般財源 6,537 8,290 8,726 6,199

実
施

（
D
o

）

執行体制 一部委託あり

事
業
費

単位 R01年度（決算） R02年度（決算） R03年度（決算見込） R04年度（予算）

直接事業費 (a) 千円 6,679 8,427 12,062 8,738

その他 142 137

内　容
　町立大磯幼稚園・町立たかとり幼稚園の施設管理上必要な設備の保守・管理等の委託及び修繕
等を行う。

根拠法令・条例等
　児童福祉法、子ども・子育て支援法、保育所保育指針、大磯町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事
業の運営に関する基準を定める条例、大磯町保育所条例、大磯町保育所条例施行規則

個別計画等 　大磯町子ども笑顔かがやきプラン

行政経営プラン　実施計画事業 実施番号 - 実施項目名 -

町民福祉部 子育て支援課 保育園・幼稚園係

計
画

（
P
l
a
n

）

事
業
の
概
要

総
合
計
画

Ｐ

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育むまちづくり

部　門 　22　幼児教育・保育

大施策   Ａ　教育・保育環境の充実

70 中施策 （２）教育・保育環境の整備

施策目標   多様化するニーズに的確に対応できる教育・保育環境の整備に取り組みます。

目　的
（何のために）

　施設の適切な維持管理を行い、園児に快適な保育環境を提供する。

対　象
（誰を・何を）

　町立大磯幼稚園、町立たかとり幼稚園

部 等 名 課 等 名 係　名

04 目 01 事業 03
事業開始年度

細分事業名 ― シート作成日 令和4年7月28日

予算科目 会計 01 款 10 項
―

事業終了予定年度 ―

令和　４　年度事務事業評価シート
第２号様式

予算事業名 幼稚園施設・設備維持事業 事業番号 02 - 08 - 29
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理 由
　大磯幼稚園は第２期子ども笑顔かがやきプランに則り、令和６年４月に幼保連携型認定こども園として開
園予定のため、それを前提として対応を行っていく。たかとり幼稚園については被害の発生が抑えられてい
る現在の状況を維持できるよう、必要な改善策を施工していく。

記入日

令和5年3月20日

課題解決
に向けて
着手する
取組事項

R04年度
　幼稚園園児の安全な環境を維持・整備していくための対応策を実施していく。
　大磯幼稚園の認定こども園への移行に必要な準備を行う。

R05年度
　幼稚園園児の安全な環境を維持・整備していくための対応策を実施していく。
　大磯幼稚園の認定こども園への移行に必要な準備を行う。

　大磯幼稚園については、建設後40年以上が経過し様々な箇所で老朽化が進行しており、認定こども園移行
にあたり施設の新設もしくは長寿命化改修が計画されているが、それまでの間、工事施工中も含め安全対策
を行う必要がある。たかとり幼稚園については立地環境に伴う浸水対策への配慮を常に行う必要がある。

公平性 受益者負担は公平・公正か Ｂ．負担未導入
Ｂ-② 受益者はいるが、今後も公費により全額町が負担す
べきものである

過去の外部評価等
における指摘事項

　―

維持 R01年度 維持

改
善

（
A
c
t
i
o
n

）

今後の方
向性の判

断

区 分 維持 R03年度 維持 R02年度

R04年度改善事項

　大磯幼稚園の保育室引き戸・屋外トイレ・非常放送設備の修繕、たかとり幼稚園の雨漏り補修修繕を実施
するなど、幼稚園園児の安全な環境を維持・整備していくための対応を行った。

評
価

（
C
h
e
c
k

）

妥当性

事業の実施に対する町民ニーズはあるか ④ ニーズに応じて実施する事業ではない

事業の廃止・休止による町民生活への影
響は大きいか

③ 廃止・休止による影響は大きくある

今後も町が実施すべき事業か
⑤ 代替となる他機関でのサービスがないため、今後も町が実施する必要
がある

効率性

事業費に削減の余地はないか ② ない

関連・類似事業との統合はできないか ③ 統合できない

有効性

事業の成果は得られているか ④ 成果を計ることはなじまない

事業の上位施策に向けた貢献度は大きい
か

② 事業の方向性は適切であるが、手法は見直す余地がある

主な改善経過
（過去４年間）

　園児に安全・快適な保育環境を提供するため、各年度において次のような施設補修・改善を行った。
【令和元年度】
　①大磯幼稚園保育室全室に空調機を設置（30・31年度 設計監理、31年度 設置工事）等
【令和２年度】
　①たかとり幼稚園に非常用電源工事を施工 ②園児家庭との連絡用に両園の電話回線を増設 等
【令和３年度】
　①大磯・たかとり幼稚園、手動水栓器から自動水栓器へ交換 ②たかとり幼稚園のプール補修 等

課  題
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